
点検技術者の質の確保
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直轄管理橋梁での点検資格等の取得義務化
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定期点検に係る法令及び関係資料の位置づけ



点検支援技術 性能カタログ
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令和８年度 新規掲載技術の例＜橋梁・共通（橋梁・トンネル・土工）＞
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令和８年度 新規掲載技術の例＜トンネル＞
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令和８年度 新規掲載技術の例＜舗装＞
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点検支援技術性能カタログの閲覧サイト
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直轄国道における点検支援技術の活用原則化
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そのまま放置※

予防保全：損傷が軽微なうちに補修

路面を支える床版に、繰り返し荷重によるひび割れが発生

事例１：コンクリート床版の場合

ひび割れの発生

事例２：鋼製桁の場合
沿岸部や凍結防止剤の散布等により塗装の劣化が早期進行

炭素繊維シートの貼り付け 桁の塗装劣化やさびの発生 塗装の塗り替え

対策例 対策例

事後保全：損傷が深刻化してから大規模な補修

桁端部の腐食・貫通 桁端部の当て板・塗装（床版下面）
床版の抜け落ち

プレキャスト床版による
打ち替え

※下段（事後保全）の事例は、上段（予防保全）の症状が進行した場合の類似事例（上段と下段は別の橋梁）

（床版上面）
舗装土砂化

対策例
対策例

そのまま放置※

○ 損傷が深刻化してから大規模な修繕を行う、「事後保全型」から、損傷が軽微なうちに補修を
行う「予防保全型」に転換

○ それにより、構造物の長寿命化、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の縮減へ
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■将来修繕費用の方向性

事後保全型 予防保全型

（兆円/年）
予防保全の導入
によりコスト縮減

基準類の充実や
新技術導入等に
よるコスト縮減

予防保全： 個々の道路環境を踏まえて、道路管理者が定期的に点検・
診断を行い、最小のライフサイクルコストで安全・安心やその
他の必要なサービス水準を確保する維持管理の考え方

基準類の充実・
新技術導入等

※予防保全は、健全度Ⅱ、Ⅲを健全度Ⅰに補修
事後保全は、健全度Ⅳを健全度Ⅰに補修

健

全

度

経 過 年 数

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ 更新
（100年後）

予防保全型の管理
事後保全型の管理

機能停止または
事故発生

■メンテナンスイメージ

橋梁修繕単価の変化
〔Ⅱ→Ⅰを1とした場合〕

※橋梁修繕単価は、
国の過年度修繕実績
より設定
※Ⅳ→Ⅰについては、
実績が少ないため更
新費の実績より設定

（１橋あたり）

約25倍

約4倍

1

Ⅱ→Ⅰ Ⅲ→Ⅰ Ⅳ→Ⅰ
（更新）

○予防保全により将来の維持管理費用を縮減
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予防保全を前提としたメンテナンス



個別施設計画（橋梁）

〇直轄国道の安全性・信頼性を確保するため、定期点検により施設の状態を把握し、その点検結果に基づく個別

施設計画を策定し、修繕を計画的に実施します。

〇これにより、施設の健全性を確保し、予防保全型の管理への転換によるライフサイクルコストの縮減を図ります。

（抜粋）

出典：四国地方整備局ＨＰ



個別施設計画（トンネル・道路付属物等）

〇直轄国道の安全性・信頼性を確保するため、定期点検により施設の状態を把握し、その点検結果に基づく個別

施設計画を策定し、修繕を計画的に実施する。

〇これにより、施設の健全性を確保し、予防保全型の管理への転換によるライフサイクルコストの縮減を図ります。

（抜粋） （抜粋）

出典：四国地方整備局ＨＰ出典：四国地方整備協ＨＰ
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・はじめに
・⽼朽化の現状
・⽼朽化対策の状況
・地⽅⽀援等の取組み
・その他（最近の話題）
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道路メンテナンス事業補助制度

制度概要

対象構造物

道路の点検結果を踏まえ策定される長寿命化修繕計画に基づき実施される道
路メンテナンス事業に対し、計画的かつ集中的な支援を実施するもの

国費：５．５／１０×δ （δ：財政力指数に応じた引上率）

橋梁、トンネル、道路附属物等（横断歩道橋、シェッド、大型カルバート、門型標識）

対象事業※ 修繕、更新、撤去

 地方公共団体は、長寿命化修繕計画（個別施設計画）を策定

 橋梁、トンネル、道路附属物等の個別施設毎に記載された計画に位置づけら
れた道路メンテナンス事業を支援

国庫債務負担行為を可能とし、効率的な施工（発注）の実施と工事の平準化を図る

※修繕、更新、撤去の計画的な実施にあたり必要となる点検、計画の策定及び更新を含む
※撤去は集約に伴う構造物の撤去や横断する道路施設等の安全の確保のための構造物の撤去、治水効果の高い橋梁の撤去を実

施するもの

令和8年度

優先支援事業

長寿命化修繕計画※

【トンネル】 【道路附属物等】【橋梁】

○○市

橋梁
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

国費率

国庫債務負担行為の活用

事業イメージ

・新技術等を活用する事業※1

・『地域インフラ群再生戦略マネジメント』（広域連携・多分野連携） ※2や包括的民間委託（道路分野、
単独自治体）を実施する事業

※1 コスト縮減や事業の効率化等を目的に新技術等を活用する事業のうち、試算などにより効果を明確にしている事業
※2 公表された『地域インフラ群再生戦略マネジメント』の実施方針に基づき実施される事業

○○市

トンネル
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

○○市

道路附属物等
長寿命化修繕計画
【個別施設計画】

記載内容
・計画全体の方針
・短期的な数値目標及びそ
のコスト縮減効果
・個別の構造物ごとの事項
（諸元、点検結果等）

※令和８年度より集約・撤去や新技術等の活用に関する
短期的な数値目標及びそのコスト縮減効果の記載が必須



直轄診断・修繕代行について

○ 地方公共団体への支援として、要請により緊急的な対応が必要かつ高度な技術力を要する施設につ
いて、地方整備局、国土技術政策総合研究所、土木研究所の職員等で構成する「道路メンテナンス技
術集団」による直轄診断を実施。

○ 診断の結果、診断内容や地域の実情等に応じ、修繕代行事業、道路メンテナンス事業補助等を実施。

【直轄診断実施箇所とその後の対応】
【全体の流れ】

【直轄診断実施箇所】

■仁方隧道（広島県呉市） ■天大橋（鹿児島県薩摩川内市）

〈地方公共団体〉

点検・診断

〈道路メンテナンス会議〉

現地調査を踏まえ
直轄診断候補箇所の選定

〈国〉

直轄診断実施箇所の選定

直轄診断実施

結果とりまとめ

報告 推薦

報告

修繕代行事業、道路メンテナンス事業補助等の実施

診断内容、地域の実情等に応じ、

下部工のひび割れ覆工コンクリートの剥落・貫通ひびわれ

措置直轄診断実施箇所実施年度

修繕代行事業三島大橋（福島県三島町）

Ｈ２６
年度

修繕代行事業大渡ダム大橋（高知県仁淀川町）

大規模修繕・更新補助事業大前橋（群馬県嬬恋村）

修繕代行事業沼尾シェッド（福島県南会津郡下郷町）

Ｈ２７
年度

修繕代行事業猿飼橋（奈良県吉野郡十津川村）

修繕代行事業呼子大橋（佐賀県唐津市呼子町）

修繕代行事業万石橋（秋田県湯沢市）
Ｈ２８
年度

修繕代行事業御鉾橋（群馬県神流町）

修繕代行事業音沢橋（富山県黒部市）
Ｈ２９
年度

修繕代行事業乙姫大橋（岐阜県中津川市）

修繕代行事業仁方隧道（広島県呉市）
Ｈ３０
年度

修繕代行事業天大橋（鹿児島県薩摩川内市）

修繕代行事業秩父橋（埼玉県秩父市）
Ｒ１
年度

修繕代行事業古川橋（静岡県吉田町）

修繕代行事業白老橋（北海道白老町）
Ｒ２
年度

修繕代行事業鶴舞橋（奈良県奈良市）
Ｒ２～３
年度

修繕代行事業伊達崎橋（福島県伊達郡桑折町）
Ｒ４
年度

修繕代行事業樋島大橋（熊本県上天草市）
Ｒ７
年度

＜天大橋の状況＞＜仁方隧道の状況＞
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○高知県仁淀川町にある大渡ダム大橋について、全国初の「直轄診断」を実施。

○吊橋の補修は高度な技術が必要なため、緊急かつ高度な技術力を要する補修の支援策として、修繕代行を実施。

によどがわ ちょう

「橋梁、トンネル等の道路施設については、各道路
管理者が責任を持って管理する」という原則の下、そ
れでもなお、地⽅公共団体の技術⼒等に鑑みて⽀援が
必要なもの（複雑な構造を有するもの、損傷の度合い
が著しいもの、社会的に重要なもの、等）に限り、国
が地⽅整備局の職員等で構成する「道路メンテナンス
技術集団」を派遣し、技術的な助⾔を⾏うもの。

【全景】

【一般図】

おお ど

位置図

【 直轄診断とは】

【事例】 直轄診断・修繕代行について（大渡ダム大橋）
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『道路メンテナンス会議』の設置

○ 関係機関の連携による検討体制を整え、課題の状況を継続的に把握・共有し、効果的な老朽
化対策の推進を図ることを目的に、「道路メンテナンス会議」を設置

※平成26年7月7日までに全都道府県で設置

・地方整備局（直轄事務所）

・地方公共団体（都道府県、市町村）

・高速道路会社（NEXCO ・首都高速・阪神高速・

本四高速）

・道路公社

体制

１．維持管理等に関する情報共有

２．点検、修繕等の状況把握及び対策の推進

３．点検業務の発注支援（地域一括発注等）

４．技術的な相談対応 等

役割

会議状況
（令和5年11月29日 鹿児島県道路メンテナンス会議）



地方自治体職員を対象とする研修の実施

【研修コースの概要】

橋梁初級Ⅰ（全国共通 Ｈ２６～） “職員自ら、橋梁の点検ができるようになります”

○道路橋の定期点検に関する研修。省令に定義される「知識と技能を有する者」として、最低限必要な知識と技能を習得。
○対象者は、国及び地方自治体の職員で、定期点検に携わる方（今後を含む）。
○座学＋現地実習＋達成度確認試験の５日間。募集人員２０人。

橋梁初級Ⅱ（全国共通 Ｒ２～） “橋梁補修の設計・積算の能力がアップします”

○道路橋定期点検要領の「措置」に関する研修。過不足のない修繕などの実施にあたり必要な基礎知識を習得。
○対象者は、国及び地方自治体の職員で、補修設計・工事に携わる方（今後を含む）。
○座学＋現地実習の４日間。募集人員２０人。

トンネル初級（全国共通 Ｈ２６～） “職員自ら、トンネルの点検ができるようになります”

○トンネルの定期点検に関する研修。省令に定義される「知識と技能を有する者」として、最低限必要な知識と技能を習得。
○対象者は、国及び地方自治体の職員で、定期点検に携わる方（今後を含む）。
○座学＋現地実習の３日間。募集人員２０人。

R8 9/16～9/18

R8 11/24～11/27

※座学２日間は、Web開催

※座学３日間は、Web開催

R8 6/29～7/3

○ 地方自治体の職員の技術力育成のため、橋梁、トンネル等の定期点検に必要な知識と技能の
習得を目的に全国の地方整備局等で研修を開催。

○ コースは、橋梁初級Ⅰ（点検）、橋梁初級Ⅱ（措置）、トンネル初級（点検）の３コース。
○ カリキュラムは全国共通で、国土技術政策総合研究所担当官の講義など、最新の知見を盛り

込み。
○ 四国技術事務所（高松市牟礼町）で開催。受講料は不要（コピー代等のみ自治体負担）。
○ 令和８年度分は、令和８年２月２４日に募集（整備局研修担当から各自治体に連絡）。

※対面、四国技術事務所で実施
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これまでの研修の実績

Ａ市都市計画課技師

打⾳検査の⾳の違い、近接⽬視に
よる腐⾷・ひび割れの変状把握など
実際に経験しなければ理解が難しい
ことが実習でき、直営の点検業務に
役⽴っています。

座学と実習を通じ、道路橋の構造
や部材の状態の評価に必要な知識と
技能を⾝に付けることができ、点検
業者からの報告の理解や質疑に役
⽴っています。

点検の経験がない⽅でも、
⼀から学ぶことができるので、
受講することをお勧めします。

Ｂ町⼟⽊課技師

Ｃ県⼟⽊事務所建設課技師

研修の状況（座学） 研修の状況（現地実習） 受講修了者アンケートの結果
（四国︔H26~R7 N=397名)

○ 全国において平成２６年度から令和６年度までに約１，０５０の自治体から約６，８００名が参加。
（四国のR７までの実績；４１自治体から３９７名参加）

○ 受講修了者の７割が「非常に参考になった」と回答。
○ 現場に戻った受講修了者から、「研修で教わったことが、直営の点検業務で役立っている」、

「点検業者からの報告の理解や質疑に役立っている」といった声が寄せられている。

研修に参加した⾃治体の職員数の推移（全国） 研修に参加した⾃治体の職員数の推移（四国）

⾮常に参考になった
70%

参考になった
30%

⾮常に参考になった
参考になった
あまり参考にならなかった
ほとんど参考にならなかった
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連携協力道路制度ガイドライン概要
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出典：社会資本整備審議会 道路分会
第88回基本政策部会



連携協力道路制度ガイドライン概要
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地域インフラ群再生マネジメント（群マネ）の推進

58



連携協力道路制度の創設
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連携協力道路制度ガイドラインのおよび協定のひな形
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連携協力道路制度ガイドラインのおよび協定のひな形
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連携協力道路制度ガイドラインのおよび協定のひな形
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・はじめに
・⽼朽化の現状
・⽼朽化対策の現状
・地⽅⽀援等の取組み
・その他（最近の話題）
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路面陥没の発生状況

・発生日時：令和7年9月12日
・発生場所：広島県廿日市市
・道路管理者：広島国道事務所（国道２号）
・被害状況：規制延長1.8km（約17時間）
・事故原因：橋梁の継ぎ目が破損し、隙間

が生じた箇所からの土砂流出
が発生したものと推定。

橋梁からの土砂流出により路面陥没が発生

下水道管の硫化水素による腐食により路面陥没が発生

道路施設の老朽化による路面陥没

占用物件の老朽化による路面陥没

＜路面陥没の発生とその要因(令和２～６年度)＞

○令和２～６年度の直轄国道の路面陥没は全529件。
全体では道路排水施設が約５割。人口集中地区では占用物
件関連の陥没の割合が上昇。（全国15％→ＤＩＤ27％）

直轄国道（全国）

※ DID(Densely Inhabited District)：人口集中地区
※ ポットホールは含まない

道路施設が要因の陥没 道路占用物件が要因の陥没

凡例

（出典）道路局調べ

○道路施設や占用物件の老朽化に伴う破損等により、道路が陥没したり、路面下空洞が生じたり
するなど道路構造に影響。陥没箇所における車両被害も発生。

・発生日時：令和7年1月28日
・発生場所：埼玉県八潮市
・道路管理者：埼玉県（県道）
・被害状況：県道・周辺市道通行止め

約120万人が下水道使用自粛
・事故原因：下水道の硫化水素によって腐

食した下水道管に土砂の吸い
出しが発生したものと推定。



構造物との境界部における空洞の発生
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路面陥没の主な原因の例

〇雨水の浸入や地下水の変動等により、土工部と

構造物との境界部において土砂が流出し、ゆるみ

が生じた地盤に空洞が形成

〇横断水路が破損し、土砂が吸い出されて路面が陥没

【埼玉県 越谷市：R6.7.24】

道路陥没の原因となった道路排水施設の損傷例

【福岡県 福岡市：R7.5.28、R7.6.10】

〇下水道工事中に土砂が吸い出されて路面が陥没

道路陥没の原因となった下水道の損傷例



発生日時：令和7年1月28日（火）午前9時49分頃
発生場所：八潮市中央一丁目地内 県道松戸草加線

（中央一丁目交差点内）
陥没規模：幅約30メートル、深さ約10メートル※拡大後の陥没規模

事故原因：下水道の硫化水素によって腐食した下水道管
下水道管：内径4.75m、昭和58年整備（経過年数42年）

※埼玉県「八潮市で発生した道路陥没事故に関する原因究明委員会」第3回資料に加筆 ※埼玉県「流域下水道管の破損に起因する道路陥没事故に関する復旧工法
検討委員会」第1回資料より

■陥没箇所の地下埋設物の状況（平⾯図） ■陥没箇所の地下埋設物の状況（断⾯図）

緊急輸送道路

概要 位置図

八潮市

※陥没箇所は最初に生じた陥没の範囲を記載

○埼玉県管理の下水道の腐食により陥没が発生し、県道松戸草加線及び各周辺市道において通行止めを実施。
○今回の道路陥没は、下水道の硫化水素によって腐食した下水道管に起因するものであると考えられる。
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埼玉県八潮市における道路陥没事例
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地下占用事業者との情報共有の強化（地下占用物連絡会議の設置）

その他道路（道路法）道路と交差等※

する施設

道路管理者
（道路法）

地下
占用物

跨道橋
（鉄道除く）

鉄道
都道府県・

市町村
管理道路

公社
管理道路

直轄
管理道路

高速会社
管理道路

高速会社

直轄

公社

都道府県
市区町村

道路メンテナンス会議

【都道府県単位で設置済み】

＜事務局＞
国道事務所

道路鉄道
連絡会議

【メンテ会議の
下部組織】

＜事務局＞
国道事務所

跨道橋
連絡会議

【メンテ会議の
下部組織】

＜事務局＞
国道事務所

地下占用物
連絡会議

【メンテ会議の
下部組織】

＜事務局＞
国道事務所

Ｒ７設置

※ 交差の他、縦断的に重なる施設を含む

○ 道路管理者と地下占用事業者が、相互の点検計画や点検結果を共有するほか、道路陥没を防ぐ取組の
情報共有などを行う場を、道路メンテナンス会議の下部組織として設置。
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道路陥没への取組み経緯

出典）令和8年度道路関係予算概要
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ご清聴ありがとうございました。


